
日本国憲法………………………………………………………………236

《諸法令集》
　　大日本帝国憲法………………………………………………………246
　　フランス人権宣言……………………………………………………246
　　民法……………………………………………………………………246
　　人権教育啓発推進法…………………………………………………247
　　育児・介護休業法………………………………………………………247
　　男女雇用機会均等法…………………………………………………247
　　男女共同参画社会基本法……………………………………………247
　　障害者基本法…………………………………………………………248
　　障害者差別解消法……………………………………………………248
　　同和対策審議会答申…………………………………………………248
　　部落差別の解消の推進に関する法律………………………………249
　　アイヌ文化振興法……………………………………………………249
　　老人福祉法……………………………………………………………249
　　介護保険法……………………………………………………………249
　　教育基本法……………………………………………………………250

　　労働基準法……………………………………………………………250
　　労働組合法……………………………………………………………251
　　情報公開法……………………………………………………………251
　　世界人権宣言…………………………………………………………251
　　国際人権規約…（B規約：市民的及び政治的権利に関する国際規約）……252
　　女子差別撤廃条約……………………………………………………252
　　子どもの権利条約…（児童の権利に関する条約）… …………………252
　　国際平和協力法…（PKO協力法）………………………………………253
　　地方自治法……………………………………………………………253
　　消費者基本法…………………………………………………………253
　　製造物責任法…（PL法）…………………………………………………254
　　独占禁止法……………………………………………………………254
　　環境基本法……………………………………………………………254
　　国際連合憲章…………………………………………………………255
　　日米安全保障条約……………………………………………………255

《用語解説》………………………………………………………………256

第1章　天皇

第2章　戦争の放
ほ う

棄
き

学習資料編

日本国憲法 1946（昭和21）年11月3日公布　1947（昭和22）年5月3日施
し
行
こう

　日本国民は，正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し，
われらとわれらの子孫のために，諸国民との協和による成果と，わが国
全土にわたつ

（っ）
て自由のもたらす恵

けい

沢
たく

を確保し，政府の行
こう

為
い

によつ
（っ）
て再び

戦争の惨
さん

禍
か

が起ることのないや
（よ）
うにすることを決意し，ここに主権が国

民に存することを宣言し，この憲法を確定する。そもそも国政は，国民
の厳

げん

粛
しゅく

な信
しん

託
たく

によるものであつ
（っ）
て，その権

けん

威
い

は国民に由来し，その権力
は国民の代表者がこれを行使し，その福利は国民がこれを享

きょう

受
じゅ

する。こ
れは人類普

ふ

遍
へん

の原理であり，この憲法は，かかる原理に基
もとづ

くものである。
われらは，これに反する一

いっ

切
さい

の憲法，法令及び詔
しょう

勅
ちょく

を排
はい

除
じょ

する。
　日本国民は，恒

こう

久
きゅう

の平和を念願し，人間相互の関係を支配する崇
すう

高
こう

な
理想を深く自覚するのであつ

（っ）
て，平和を愛する諸国民の公正と信義に信

しん

頼
らい

して，われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは，平和
を維

い

持
じ

し，専制と隷
れい

従
じゅう

，圧
あっ

迫
ぱく

と偏
へん

狭
きょう

を地上から永遠に除去しようと努め
てゐ

（い）
る国際社会において，名

めい

誉
よ

ある地位を占めたいと思ふ
（う）
。われらは，

全世界の国民が，ひとしく恐
きょう

怖
ふ

と欠
けつ

乏
ぼう

から免
まぬ

か
（が）
れ，平和のうちに生存す

る権利を有することを確
かく

認
にん

する。
　われらは，いづ

（ず）
れの国家も，自国のことのみに専念して他国を無視し

てはならないのであつ
（っ）
て，政治道徳の法則は，普遍的なものであり，こ

の法則に従ふ
（う）
ことは，自国の主権を維持し，他国と対等関係に立た

（と）
うと

する各国の責務であると信ずる。
　日本国民は，国家の名誉にかけ，全力をあげてこの崇高な理想と目的
を達成することを誓

ちか

ふ
（う）
。

協和	 心や力を合わせて仲よくすること。
自由のもたらす恵

けい
沢
たく
　自由であることによって受け取	

	 ることのできる恵み。
戦争の惨

さん
禍
か
　戦争によって引き起こされるいたまし	

	 い災
わざわ
い。

信
しん
託
たく
	 信

しん
頼
らい
して託すことであり，真

しん
剣
けん
に受けとめら	

	 れるべきもの。
その権

けん
威
い
は国民に由来　国の政治の重みは，国民から	

	 発しているということ。
その福利は国民がこれを享

きょう
受
じゅ
　国の政治によってもた	

	 らされる幸福や利益は，国民が受け取るとい	
	 うこと。
普
ふ
遍
へん
　いつでもどこにおいても共通にあてはまること。

詔
しょう
勅
ちょく
　天皇の意思を表す文書で一般に向けたもの	

	 	（詔書）と特定の人にあてたもの（勅書）や，天	
	 皇の言葉（勅語）。
恒
こう
久
きゅう
の平和　永遠に続く平和。

崇
すう
高
こう
な理想　気高く偉

い
大
だい
な理想。

公正と信義　公平で正しいこと，また，信頼し合っ	
	 て裏切らないこと。
専制　ごくわずかの人の判断で思いのままふるまう	
	 こと。
隷
れい
従
じゅう
　力のある人の言うとおりに従うこと。

圧
あっ
迫
ぱく
　力でおさえつけること。

偏
へん
狭
きょう
　ものの見方や考え方が偏

かたよ
って狭

せま
いこと。

名
めい
誉
よ
ある地位　優れていると評価されるような立場。

恐
きょう
怖
ふ
と欠
けつ
乏
ぼう
　命が奪

うば
われるのではないかなどとおび	

	 えたり，飢
う
えや貧しさに苦しんだりすること。

専念　そのことしか考えないこと。
政治道徳　政治を行ううえで常に心がけなければな	
	 らない正しい事柄。

第1条【天皇の地位・国民主権】　天皇は，日本国の象徴であり日本国民統合の象徴で
あつ
（っ）
て，この地位は，主権の存する日本国民の総意に基

もとづ

く。
第2条【皇位の継

けい

承
しょう

】　皇位は，世
せ

襲
しゅう

のものであつ
（っ）
て，国会の議決した皇室典

てん

範
ぱん

の定め
るところにより，これを継承する。
第3条【天皇の国事行

こう

為
い

に対する内閣の助言と承
しょう

認
にん

】　天皇の国事に関するすべての行
為には，内閣の助言と承認を必要とし，内閣が，その責任を負ふ

（う）
。

第4条【天皇の権能の限界，天皇の国事行
こう

為
い

の委任】
①天皇は，この憲法の定める国事に関する行為のみを行ひ

（い）
，国政に関する権能を有し

ない。
②天皇は，法律の定めるところにより，その国事に関する行為を委任することができる。
第５条【摂

せっ

政
しょう

】　皇室典
てん

範
ぱん

の定めるところにより摂政を置くときは，摂政は，天皇の名
でその国事に関する行

こう

為
い

を行ふ
（う）
。この場合には，前条第１項

こう

の規定を準用する。
第6条【天皇の任命権】
①天皇は，国会の指名に基

もとづ

いて，内閣総理大臣を任命する。
②天皇は，内閣の指名に基いて，最高裁判所の長たる裁判官を任命する。
第7条【天皇の国事行

こう

為
い

】　天皇は，内閣の助言と承
しょう

認
にん

により，国民のために，左の国
事に関する行為を行ふ

（う）
。

１　憲法改正，法律，政令及び条約を公布すること。
２　国会を召

しょう

集
しゅう

すること。
３　衆議院を解散すること。
４　国会議員の総選挙の施

し

行
こう

を公示すること。
５　�国務大臣及び法律の定めるその他の官

かん

吏
り

の任
にん

免
めん

並びに全権委任状及び大使及び公�
使の信任状を認証すること。

６　大
たい

赦
しゃ

，特赦，減
げん

刑
けい

，刑の執
しっ

行
こう

の免
めん

除
じょ

及び復権を認証すること。
７　栄典を授

じゅ

与
よ

すること。
８　批

ひ

准
じゅん

書及び法律の定めるその他の外交文書を認証すること。
９　外国の大使及び公使を接受すること。
10��儀

ぎ

式
しき

を行ふ
（う）
こと。

第8条【皇室の財産授受】　皇室に財産を譲
ゆず

り渡し，又
また

は皇室が，財産を譲り受け，若
も

しくは賜
し

与
よ

することは，国会の議決に基
もとづ

かなければならない。

第9条【戦争放
ほう

棄
き

，戦力の不保持及び交戦権の否
ひ

認
にん

】
①日本国民は，正義と秩

ちつ

序
じょ

を基調とする国際平和を誠実に希求し，国権の発動たる戦
争と，武力による威

い

嚇
かく

又
また

は武力の行使は，国際紛
ふん

争
そう

を解決する手段としては，永久
にこれを放棄する。
②前

ぜん

項
こう

の目的を達するため，陸海空軍その他の戦力は，これを保持しない。国の交戦
権は，これを認めない。

第１条
統合	 一つにまとまること。
総意	 全体に共通する考え。

第２条
世
せ
襲
しゅう
　子や孫などが代々受け継ぐこと。

皇室典
てん
範
ぱん
　皇族など皇室に関わりのある事柄につい	

	 て定める法律。
第４条

権能　ある行
こう
為
い
をすることなどが認められていること。

委任　他の人にまかせて行わせること。
第５条

摂
せっ
政
しょう
	 天皇が自らその行

こう
為
い
をすることができない場	

	 合に，天皇にかわって行為をする人。
準用	 ある条文を似た事柄にあてはめること。

第７条
政令　内閣によって制定される法としての決まりごと。
召
しょう
集
しゅう
　国会を開くために，国会議員に一定の期日に	

	 一定の場所に集合することを命ずること。
公示	 国民全体に広く示すこと。
官
かん
吏
り
	 行政や司法に関わる国家公務員。

任
にん
免
めん
	 任命することと，任命された職務や地位から	
	 外すこと。

全権委任状　外交交
こう
渉
しょう
を行う外交使節に，交渉のうえ	

	 であらゆる行
こう
為
い
をすることを認めたことを示す	

	 文書。
大使及び公使　外国や国際機関に派

は
遣
けん
される外交使節	

	 のうち，大使は最も上位の人で，公使はこれに次	
	 ぐ人。

大
たい
赦
しゃ
　政令で定める種類の罪について，有罪の効力	
	 を失わせたりすること。

特赦　特定の人についての有罪の効力を失わせること。
復権　有罪となったために失ったりした選挙権など	
						の資格を回復させること。

栄典　特定の人を表
ひょう
彰
しょう
し，名

めい
誉
よ
のしるしとして与える	

	 勲
くん
章
しょう
や位など。

批
ひ
准
じゅん
　条約を結ぶことについて国が最終的に確

かく
認
にん
す	

	 ること。
接受　受け入れること。

第８条
賜
し
与
よ
　皇室が国民に財産を無料で与えること。

第９条
正義　人として行うべき正しいこと。
秩
ちつ
序
じょ
　社会が整然と営まれていること。

基調　根底にある基本的な考え。
誠実に希求　心から願って求めること。
国権の発動　主権を有する国家として権利を行使する	
	 こと。

威
い
嚇
かく
　脅
おど
すこと。

交戦権　相手国の兵力を殺傷破
は
壊
かい
したり，領土を占

せん
	

	 領
りょう
したりするなど，戦争を行っている国として	

	 認められる権利。
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�自己決定権と尊厳死　�
（➡p.46, 66, 67）
臓器提供の意思表示以外にも，例えば，医師
から十分な説明や情報を得たうえで，患

かん
者
じゃ
が

治療方法を選
せん
択
たく
すること（インフォームド・

コンセント）や，死を間近にした患者が延命
治療をこばみ，自然な状態で死を迎えること
（尊厳死）を求める権利などがある。

幸福追求権　（➡p.47, 66）
日本国憲法第13条は，「生命，自由及び幸
福追求に対する国民の権利」を定めている。
第14条以下の権利をまとめて示したもので，
かつては，法的な権利ではないといわれてい
た。現在では，この幸福追求権を根

こん
拠
きょ
とする

それぞれの権利は，裁判において救済を受け
ることができる具体的な権利として理解され
ている。

LGBT　（➡p.53, 217）
性的少数者の総称の一つ。L（レズビアン）；
女性を恋愛や性愛の対象とする女性／G（ゲ
イ）；男性を恋愛や性愛の対象とする男性／
B（バイセクシャル）；男女どちらにも恋愛や
性愛の対象が向く人／T（トランスジェンダ
ー）；出生時の身体の性別とは異なる性別を
生きる，または生きたいと望む人。このほか
にも性のあり方はさまざまであり，性の分類
方法については「心の性別（性自

じ
認
にん
）」や「誰

だれ

を好きになるか（性的指向）」など，さまざま
な観点からの議論が続いている。

教育基本法　（➡p.60）
2006年12月22日に，新しい教育基本法が
公布・施

し
行
こう
された。「人格の形成」や「個人

の尊厳」など，これまでの理念を大切にしつ
つ，「公共の精神」を尊重すること，「生

しょう
涯
がい
学

習」の重要性，日本の「伝統と文化」を基
き
盤
ばん

に国際社会を生きる日本人を育成すること，
などの内容が盛り込まれた。

�NGO（Non-Governmental Organization）
とNPO（NonProfit Organization）　
（➡p.71, 121, 177, 185, 204）
ともに非政府，非営利の民間団体という点で
は共通だが，背景が異なる。NPOはアメリ

カが起源で，公共サービスを補
ほ
完
かん
する機能を

になってきた。NGOはヨーロッパが起源で，
軍縮，人権，環

かん
境
きょう
など国際社会を中心とした

さまざまな課題に取り組む組織である。日本
では，1998年に成立した「特定非営利活動
促
そく
進
しん
法」（NPO法）により，一定の条件を備え

た団体に，法人格（権利や義務の主体となる
こと）を認めている。

一票の格差　（➡p.89）
各選挙区の有権者数と選挙される議員の数の
比率が，選挙区によって異なり，それぞれの
有権者一人一人が投じる一票の効果に，大小
の格差が生じてしまう問題のこと。有権者数
が少ない選挙区ほど，有権者が投じる一票の
価値は大きくなり，有権者数が多い選挙区ほ
ど，一票の価値は小さくなる。

府・省・庁の違い　（➡p.101）
いずれも国の行政組織で，法律に基づいて設
置されている。内閣府は，内閣府設置法によ
り，内閣の重要政策に関する内閣の事務を助
けることを任務としていて，その長は内閣総
理大臣が務める。省・庁は国家行政組織法に
規定され，省は，内閣の統

とう
轄
かつ
のもとで行政事

務をになう機関で，庁は，府や省の外局とし
て置かれるもの。

損害賠
ばい
償
しょう
　（➡p.63, 104, 133）

民法では，個人と個人の間で約束を守らなか
ったり，違法な行

こう
為
い
で相手に損害を与えたり

した場合，その賠償をしなければならないと
規定している。また，公務員が職務を行う際
に損害を与えたとき，道路や河川などの「公
の営造物」の設置・管理の欠

けっ
陥
かん
で損害を与え

たときは，国又
また
は自治体が賠償する責任を負

うものとしている（国家賠償法）。いずれも，
金銭賠償が原則となっている。

法テラス　（➡p.108）
正式名称は「日本司法支

し
援
えん
センター」で，司

法制度改革の柱の一つとして2006年に設立
された公的法人。刑

けい
事
じ
，民事を問わず，国民

が法的なトラブルの解決に必要な情報やサー

ビスを受けられるよう，適切なサポートを行
う。全国各都道府県に拠

きょ
点
てん
をもち，相談件数

も年々増えている。

中央集権　（➡p.115）
国を治める権限が，中央政府に集中している
ことをいう。中央集権には，さまざまな課題
をすばやく効率的に解決し，全国どこでも同
じ水準のサービスを提供できるといった面が
ある一方で，多様化している地域住民の要望
に応えていくことが難しいことも指

し
摘
てき
されて

いる。

�地方自治法・地方分権一
いっ
括
かつ
法　�

（➡p.115）
地方分権一括法は，正式名称を「地方分権の
推進を図るための関係法律の整備等に関する
法律」といい，地方自治法をはじめとする，
475もの関係法令を改正する法律。地方分
権一括法が施

し
行
こう
されたことによって，地方自

治法の改正が行われたことになる。これによ
り，中央政府の統制を受けやすい機関委任事
務の廃

はい
止
し
などが定められた。

社会保障と税の一体改革　（➡p.119）
高
こう
齢
れい
化の進展とともに，給付が拡大する社会

保障制度を維
い
持
じ
するため，歳

さい
入
にゅう
面では消費税

増税によって収入を確保し，歳出面では社会
保障制度を改変する必要があるといった，両
者は不可分・一体の改革であるという政策。
法改正により，消費税は2014年に税率が5
％から8％となり，2019年に10％に再増税
の予定。

債
さい
券
けん
�（➡p.119, 131, 154, 161）

政府や企
き
業
ぎょう
などが，多数の投資家から資金を

借りるときに発行する証書のこと。国が発行
する国債，地方自治体が発行する地方債，企
業が発行する社債などがある。あらかじめ期
間や利子率が定められており，貸し手である
投資家には，期間中，定期的に利子が支払わ
れ，満期になると最初に貸した金額が返済
（償

しょう
還
かん
）される。

テロリズム（テロ）　（➡p.15, 208）
政治的な目的を達成するために，選挙に立候
補するなどの合法的手段ではなく，暗殺や暴
力などの非合法的手段を行使すること。人々
の恐

きょう
怖
ふ
心を引き起こすことが有効と考えられ

るため，地下鉄での有毒ガスの散布，繁
はん
華
か
街
がい

での爆
ばく
発
はつ
，高層ビルへの航空機突

とつ
撃
げき
など，不

特定多数への凶
きょう
行
こう
につながりやすい。

�ICT（Information and Communication 

Technology）　（➡p.16, 139, 145）
情報通信技術のこと。同様の言葉にIT
（Information�Technology：情報技術）があ
るが，国際的にはICTが主流になっている。
いつでもどこでも誰

だれ
とでも，ネットワーク通

信によって知識や情報を共有し，コミュニケ
ーションがとれる社会の実現のための技術と
いう意味で使われることもある。

人工知能（AI）　（➡p.17, 20, 33, 46）
言葉の理解や学習，記

き
憶
おく
，推
すい
論
ろん
，判断など，

人間の知的な活動を，人間に代わってコンピ
ューターに行わせることを目的とした研究や
技術のこと。幅広い分野への応用が進められ
ている。

�SNS（Social Networking Service）　
（➡p.17, 67, 93, 94）

インターネットを使って，大勢の人々が情報
を互いに送受信できる「ソーシャルメディ
ア」の一つで，共通の職業や出身校，趣

しゅ
味
み
な

どをもつ人々がコミュニケーションを深め，
つながりを広げていくことを支

し
援
えん
する目的で

提供されているサービス。個人だけでなく，
企
き
業
ぎょう
や自治体，政治家などによる情報発信に

も使われるほか，近年では，緊
きん
急
きゅう
時や大きな

災害時に，情報交
こう
換
かん
の手段として活用される

ことも多い。

再生医
い
療
りょう
　（➡p.20）

人工的に培養した幹細胞（あらゆる臓器・組
織のもとになる細胞）を，患

かん
者
じゃ
の体内に移植

し，損
そん
傷
しょう
した臓器・組織を再生して，失われ

ていた身体機能を回復させる医療。さまざま
な難病や重い障がいの治療に役立つと期待さ
れている。受精卵・胚

はい
から作製する幹細胞

（ES細胞）の実用化が図られているが，生命
の根源ともいえる胚の使用は倫理的に問題だ
という指摘もある。近年では，皮膚などの体
細胞から作製する幹細胞（iPS細胞）の研究が
進められている。

脳死　（➡p.66）
臓器移

い
植
しょく
技術の発達とともに広がった概

がい
念
ねん
で，

大脳，小脳，脳幹を含むすべての脳機能が完
全に失われ，回復不可能な状態になることを
いう。自発的な呼吸ができないので，人工呼
吸器を使用しなければ呼吸も心臓も停止する。
臓器移植法では，臓器移植という目的におい
て，法定の脳死判定手続きを経た場合に限り，
脳死を人の死として，その人からの臓器摘

てき
出
しゅつ

が可能と定めている。

法と法律　（➡p.42）
両者はほぼ同じ意味で使われることもあるが，
本文で使われている「法」は，現実に社会で
行われている法を指している。それには，憲
法，法律，先例としての価値のある裁判所の
判決などがある。したがって，本文の「法律」
とは「法」に含まれ，日本国憲法第59条が
定める手続きによって，国会が制定したもの
を指している。

五
いつ
日
か
市
いち
憲法草案　（➡p.41）

明
めい
治
じ
時代に作成された五日市憲法草案（全

204条）は，1968年に，東京都西
にし
多
た
摩
ま
郡五

日市町（現�あきる野
の
市）の小さな山村で発見

された。「日本帝国憲法」と書かれたこの草

案は，千
ち
葉
ば
卓
たく
三
さぶ
郎
ろう
という人物を中心に地元の

人々が考えたもので，36条にも及ぶ人権規
定を盛り込んだ，きわめて近代的な内容のも
のであった。

日本国国憲案　（➡p.41）
日本国国憲案は，自由民権運動の指導者であ
る植

うえ
木
き
枝
え
盛
もり
（1857-92年）が，1881年に起

草した私
し
擬
ぎ
憲法案である。全220条からな

り，抵
てい
抗
こう
権，革命権規定を含む35か条に及

ぶ詳細な人権保障規定や，立法権は人民全体
に属すこと，一院制の立法院，連邦制，皇帝
の行政権，陪

ばい
審
しん
制などを特徴とする。

�セクシュアル・ハラスメント�
（➡p.50, 63）
セクシュアル・ハラスメント（性的嫌

いや
がらせ）

とは，相手の意に反する不快な性的言動のこ
とをいう。男女雇

こ
用
よう
機会均等法では，性的な

言動によって起こる問題に対して，事業主に
必要な措

そ
置
ち
を義務づけている。その行

こう
為
い
をし

た人は，損害賠
ばい
償
しょう
責任や刑

けい
事
じ
上の責任を問わ

れる場合がある。

�アイヌ民族を先住民族とすることを
求める決議とアイヌ新法　（➡p.49）

2007年に，日本も賛成し，国連総会で「先
住民族の権利に関する国際連合宣言」が採

さい
択
たく

されたことを受け，2008年に衆参両院が全
会一
いっ
致
ち
で，アイヌ民族を先住民とすることを

求める決議を採択した。さらに2019年に，
アイヌ民族を先住民族と初めて明記した「ア
イヌ新法」の案が閣議決定された。法案では，
「アイヌの人々が民族としての誇りをもって
生活することができ，その誇りが尊重される
社会の実現を図る」とされている。アイヌの
人々の国有林での樹木の採取や，サケなどの
伝統的な漁法への規制の緩

かん
和
わ
を行うこと，ア

イヌ文化を振
しん
興
こう
する新たな交付金を創設する

ことなどが盛り込まれている。

用 語 解 説
※確

かく

認
にん

した用語の� �にチェックを入れよう。
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◦第５章　安心して豊かに暮らせる社会 ２.経済の課題１.社会保障

　病気や高齢になって体が不自由になり，助けが必要とな
ったときに，そうした人の介護を社会全体で支えるしくみ
が，介護保険制度です。2000年から始まっています。

公民の

▪セルフディベートの論題
『日本も北

ほく
欧
おう

の福
ふく

祉
し

国家などのように，保険料や税金を高くして
社会保障を充実させるべきである，是

ぜ
か非か。』

　下の図は，各国の社会保障費の給付と負担の割合を比
ひ

較
かく

し
たものです。給付の割合は，国内総生産（GDP）に対する社
会保障の部門別の割合です。負担の割合も，公費や本人負担

などの財源のGDP比を合計したものです。図を見て各国の
社会保障政策の共通点や違いを考えながら，セルフディベー
トを行ってみましょう。

給付と負担のこれからをセルフディベートで考えよう

　セルフディベートと
は，自分の頭の中で肯

こう

定
てい

派と否定派それぞれ
の根

こん
拠
きょ

を吟
ぎん

味
み

して，自
分の意見を表現する活
動です。将来の社会を
構想する際には，有効
な方法です。

32.4%13.96.811.7

30.611.43.016.2

30.210.69.310.3

15.44.63.96.9

22.0

31.7% 8.3 8.6 14.8

27.8 12.3 6.6 8.9

26.2 8.0 7.9 10.2

19.1 3.18.2 7.8

23.7 4.6 7.8 11.2 8.9 6.9 6.2

※アメリカは1995年，
　その他の国は2013年。

※各国ともに2013年。

フランス

スウェーデン

ドイツ

アメリカ

日本

給付の割合 負担の割合

高負担高福祉

公費負担
被保険者
本人負担
企業負担

年金
医療
福祉
その他

デ
ィ
ベ
ー
ト
の
流
れ

1 肯定派か否定派か吟味し，自分の意見を明らか
にする。
2 自分の意見の根拠となる情報を集める。
3 反対の意見の根拠を予想し，質問を考える。
4 クラス全体で意見を共有し，質疑応答を行う。
5 アフターディベートを行う。（4 を受けて，自分の
意見に変化や深まりがあったか，他の人の意見で
説得力のあったものは何かを振り返って確

かく
認
にん

する。）

1950年（昭和25年）
しょう わ

2015年（平成27年）
へいせい

2065年
（推計値）

12.1人

2.3人

1.3人

65歳以上の
高齢者

40～64歳
までの人＊

地方自治体
（市区町村）

ケア・マネージャー
（サービス計画の立案）

介護保険施設 在宅サービス

申請
しんせい

介護認定
要支援1～2
要介護1～5

し せつ

1  介
かい

護
ご

サービスで活
かつ

躍
やく

するロボット（2018年 静
しず

岡
おか

県南
みなみ

伊
い

豆
ず

町）

2    介護の現場で働く 
外国人の実習生 

（2018年 群
ぐん

馬
ま

県伊
い

勢
せ

崎
さき

市）

介護保険制度のしくみと課題を
確認しよう。

将来の日本では，どのような社
会保障制度のあり方が良いと思

うか，自分の考えを説明しよう。見 考

表現

確認

認
にん

知
ち

症
しょう

◆

脳のさまざまな疾
し っ

病
ぺ い

によって，物忘れや認知
機能の低下が起こり，日常生活にも支障が出
てしまう症状です。周囲の人の理解と援

え ん

助
じ ょ

が
必要になります。

0

2000万

4000万

6000万

8000万

1億

1億2000万

1億4000万
人

55年50403020102000908070601950

0～14歳人口
さい0～14歳人口
さい

65歳以上65歳以上

15～64歳 将来推計

3  日本の総人口の推移

4   高齢者（65歳以上）一人を支える 
現
げん

役
えき

の世代（15〜64歳）の人数

5  介護保険制度のしくみ

（総務省ほか）

（2017年 内閣府 「高齢社会白書」）

社会保障費の給付と負担の国際比較 （厚生労働省資料）

＊加
か

齢
れい

に伴
ともな

う特定の病気の治
ち

療
りょう

が継続的に必要で，介護サ
ービスを希望する人

日本の総人口は，2010年以降，減少を続けてい

ます。1970年代の半ばからは，合計特
とく

殊
しゅ

出生率

が低い水準のままの少子化が続いていて，今後もこの傾
けい

向
こう

が続けば，

人口減少はより深刻になります。その一方で，平均寿
じゅ

命
みょう

は延びてい

て，高
こう

齢
れい

者
しゃ

の数は増えています。高齢者が増加し，子どもや働き盛

りの現
げん

役
えき

世代が減少するため，高齢化がいっそう進みます。

　少子高齢社会は，社会保障制度の財政に大きな影
えい

響
きょう

を与えます。

年金保険，医
い

療
りょう

保険，介
かい

護
ご

保険はいずれも高齢者が多くの給付を受

け，社会保険料や税金などの負担は，収入のある現役世代がにない

ます。給付を受ける人が増加し，負担する人が減少することになる

ので，社会保障制度の財政はとても不安定になります。

じょうぶな体をもつ人でも，年齢とともに健康状

態は低下していきます。高齢社会では，病気にか

かる人や日常生活を送るうえで介護を必要とする人が増え，治
ち

療
りょう

の

ための医療費や医療保険からの支出が増加します。

　また，介護が必要な人を支えるために，介護保険制度があります。

介護保険制度は，保険料と税金を財源として，介護が必要な人に介

護サービスを提供する制度です。高齢者の増加により介護サービス

3 

4

5

人口構造の変化

関連 小学校  たがいに助け合う社会（６年） SDGs 3 保健／ 8 経済成長と雇用／ 9 インフラ・産業化

を必要とする人も増え，そのサービスをになう労働者の確保や，介

護保険の財政の維
い

持
じ

が問題になっています。また，認
にん

知
ち

症
しょう

をわずら

う高齢者の増加も予想され，家族だけで支えることが困難な場合，

社会全体でどのように支えていくのかも，大きな課題です。

少子高齢社会における社会保障制度とその財源の

あり方は，重要な課題です。制度を維持するため，

社会保障の給付を削
さく

減
げん

していくのか，現役世代を中心に保険料や税

金の負担を引き上げていくのか，あるいは消費税のように高齢世代

も含めて国民全体で負担していくのかなど，難しい問題に直面しま

す。現役世代の負担増や増税を避けるために，社会保障の給付を削

減すれば，生活が成り立たなくなったり，家族の介護のために仕事

を辞めたりする人も増えるかもしれません。

　社会保障制度が安心した暮らしの基
き

盤
ばん

になるためにも，必要な

人々に対する給付を維持していく必要があります（公助）。一方で，

貯
ちょ

蓄
ちく

や民間保険への加入，健康管理，介護予防など，国民自らが準

備や対策を行うことも重要になります（自助）。さらに地域の中でも，

認知症の患
かん

者
じゃ

や介護が必要な高齢者へのサポートなど，できること

が多くあります（共助）。社会保障制度を維持していくために，さま

ざまな場面で世代を超
こ

えた協力が必要になっています。

1 2 ◆

今後の社会保障制度
と自助・公助・共助

高齢化と医療保険や
介護保険

p.18

p.59

私たちが高
こう

齢
れい

者
しゃ

になるときには，
どんな社会を
迎えるんだろう。

社会保障の維
い

持
じ

のために  ▶少子高
こう

齢
れい

社会への取り組み3
現在の超

ちょう

高
こう

齢
れい

・人口減少社会は，社会保障制度にどのような影
えい

響
きょう

を与えているのでしょうか。学習課題

公民_170_177.indd   174-175 2019/12/20   9:06

巻末 2巻末 1

核
かく

兵器の
廃
はい

絶
ぜつ

に向けた
署名活動

（2018年 
奈
な

良
ら

県奈良市）

16 平和
SDGs海岸のごみ清

せい

掃
そう

（2018年 インドネシア）

SDGs 12 持続可能な消費と生産／ 14 海洋資源

JICA（国際協力機構）で働く人からのメッセージ
ミャンマーで働く岩

い わ

瀨
せ

倫
み ち

代
よ

さん （右写真：左から２番め）

◦2018年より，ミャンマーJICA 事務所に赴
ふ

任
にん

◦ 社会福
ふく

祉
し

，法整備，労働分野のプロジェクトや， 
JICA業務に従事している人の生活・安全面でのサポート

SDGs 5 ジェンダー／ 8 経済成長と雇
こ

用
よう

／ 11 持続可能な都市

アフリカでの事業に携
たずさ

わる平
ひ ら

岡
お か

洋
ひろし

さん （右写真：左側）

◦2017年より，サハラ砂
さ

漠
ばく

以南のアフリカで活動
◦ アフリカの人々の食と栄養の改善を進め， 

稲作を盛んにする取り組みへの支
し

援
えん

SDGs 1 貧
ひん

困
こん

／ 2 飢餓／ 3 保健／ 17 実
じっ

施
し

手段

アフリカへの食
しょく

糧
りょう

支
し

援
えん

のために行われた田植え（2017年 三
み

重
え

県鈴
すず

鹿
か

市）

SDGs 2 飢
き

餓
が

／ 17 実
じっ

施
し

手段（パートナーシップ）

車いすでも海辺まで行けるビーチマットが敷かれた砂浜（2017年 兵
ひょう

庫
ご

県神
こう

戸
べ

市）

SDGs 11 持続可能な都市

〈活動のきっかけと現在〉
・ 子どものころ，ソマリアで飢

き

餓
が

に苦しむ自分と同じ年くらいの少女
をテレビで見て，その何ともいえない目が忘れられませんでした。そ
の後，大学で国際協力について学び，JICAで働くようになりました。

・  これまでは国内での業務が中心でしたが，実際に現地で仕事がし
たいという思いが強くなり，海外赴任を希望しました。貴重な経験

になると思い，子どももいっしょにミャンマーに来ています。現地
の人との信

しん

頼
らい

関係を築くことは大変ですが，長年の夢だった途
と

上
じょう

国
こく

での国際協力の仕事に幸せを感じています。
〈中学生へのメッセージ〉
自分の夢をかなえるために，さまざまな角度から多くのことを学び，
自分の意見をもつ力を養ってください。

〈活動のきっかけと現在〉
・ 高校生のころ，テレビや本などを通じて，アフリカを中心に世界の

さまざまな場所で食
しょく

糧
りょう

不足に苦しむ人々が大勢いることを知りまし
た。そして，発展途上国の農業に関する仕事に興味をもちました。

・ 国際協力の仕事では，相手が本当に必要としているものを理解しよ
うと努めることがとても重要です。そうした経験を積んできた今は，

さまざまなもののあり方や考え方を受け入れられるようになり，自分
の人生がより豊かになったと感じています。また，外国と比

ひ

較
かく

した中
での日本の長所や短所が見えてくるようになったと思っています。

〈中学生へのメッセージ〉
周りの人や社会の役に立つ「何か」を生み出すことに，喜びを感じ
ることができる人を目ざしてください。

感
かん

染
せん

症
しょう

の予防のために設けられた安全な水の手洗い場
（2018年 コンゴ民

みん
主
しゅ

共
きょう

和
わ

国
こく

）

SDGs 1 貧
ひん

困
こん

／ 3 保健／ 6 水・衛生

フェアトレードの生産者団体の人たちとの交流（2012年 ネパール）

SDGs 1 貧困／ 5 ジェンダー／ 8 経済成長と雇
こ

用
よう

地
じ

震
しん

の被
ひ

災
さい

跡
あと

地
ち

への植樹 
（2018年 
宮
みや

城
ぎ

県栗
くり

原
はら

市）

15 陸上資源
SDGs

保護されていたコウノトリの放鳥
（2017年 島

しま
根
ね

県雲
うん

南
なん

市）

SDGs 15 陸上資源（生物多様性）

持続可能な未来を目ざす人々
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◦第５章　安心して豊かに暮らせる社会 ２.経済の課題１.社会保障

　病気や高齢になって体が不自由になり，助けが必要とな
ったときに，そうした人の介護を社会全体で支えるしくみ
が，介護保険制度です。2000年から始まっています。

公民の

▪セルフディベートの論題
『日本も北

ほく
欧
おう

の福
ふく

祉
し

国家などのように，保険料や税金を高くして
社会保障を充実させるべきである，是

ぜ
か非か。』

　下の図は，各国の社会保障費の給付と負担の割合を比
ひ

較
かく

し
たものです。給付の割合は，国内総生産（GDP）に対する社
会保障の部門別の割合です。負担の割合も，公費や本人負担

などの財源のGDP比を合計したものです。図を見て各国の
社会保障政策の共通点や違いを考えながら，セルフディベー
トを行ってみましょう。

給付と負担のこれからをセルフディベートで考えよう

　セルフディベートと
は，自分の頭の中で肯

こう

定
てい

派と否定派それぞれ
の根

こん
拠
きょ

を吟
ぎん

味
み

して，自
分の意見を表現する活
動です。将来の社会を
構想する際には，有効
な方法です。

32.4%13.96.811.7

30.611.43.016.2

30.210.69.310.3

15.44.63.96.9

22.0

31.7% 8.3 8.6 14.8

27.8 12.3 6.6 8.9

26.2 8.0 7.9 10.2

19.1 3.18.2 7.8

23.7 4.6 7.8 11.2 8.9 6.9 6.2

※アメリカは1995年，
　その他の国は2013年。

※各国ともに2013年。

フランス

スウェーデン

ドイツ

アメリカ

日本

給付の割合 負担の割合

高負担高福祉

公費負担
被保険者
本人負担
企業負担

年金
医療
福祉
その他

デ
ィ
ベ
ー
ト
の
流
れ

1 肯定派か否定派か吟味し，自分の意見を明らか
にする。
2 自分の意見の根拠となる情報を集める。
3 反対の意見の根拠を予想し，質問を考える。
4 クラス全体で意見を共有し，質疑応答を行う。
5 アフターディベートを行う。（4 を受けて，自分の
意見に変化や深まりがあったか，他の人の意見で
説得力のあったものは何かを振り返って確

かく
認
にん

する。）

1950年（昭和25年）
しょう わ

2015年（平成27年）
へいせい

2065年
（推計値）

12.1人

2.3人

1.3人

65歳以上の
高齢者

地方自治体
（市区町村）

ケア・マネージャー
（サービス計画の立案）

介護保険施設 在宅サービス

申請
しんせい

介護認定
要支援1～2
要介護1～5

し せつ

1  介
かい

護
ご

サービスで活
かつ

躍
やく

するロボット（2018年 静
しず

岡
おか

県南
みなみ

伊
い

豆
ず

町）

2    介護の現場で働く 
外国人の実習生 

（2018年 群
ぐん

馬
ま

県伊
い

勢
せ

崎
さき

市）

介護保険制度のしくみと課題を
確認しよう。

将来の日本では，どのような社
会保障制度のあり方が良いと思

うか，自分の考えを説明しよう。見 考

表現

確認

認
にん

知
ち

症
しょう

◆

脳のさまざまな疾
し っ

病
ぺ い

によって，物忘れや認知
機能の低下が起こり，日常生活にも支障が出
てしまう症状です。周囲の人の理解と援

え ん

助
じ ょ

が
必要になります。

0

2000万

4000万

6000万

8000万

1億

1億2000万

1億4000万
人

55年50403020102000908070601950

0～14歳人口
さい0～14歳人口
さい

65歳以上65歳以上

15～64歳 将来推計

3  日本の総人口の推移

4   高齢者（65歳以上）一人を支える 
現
げん

役
えき

の世代（15〜64歳）の人数

5  介護保険制度のしくみ

（総務省ほか）

（2017年 内閣府 「高齢社会白書」）

社会保障費の給付と負担の国際比較 （厚生労働省資料）

日本の総人口は，2010年以降，減少を続けてい

ます。1970年代の半ばからは，合計特
とく

殊
しゅ

出生率

が低い水準のままの少子化が続いていて，今後もこの傾
けい

向
こう

が続けば，

人口減少はより深刻になります。その一方で，平均寿
じゅ

命
みょう

は延びてい

て，高
こう

齢
れい

者
しゃ

の数は増えています。高齢者が増加し，子どもや働き盛

りの現
げん

役
えき

世代が減少するため，高齢化がいっそう進みます。

　少子高齢社会は，社会保障制度の財政に大きな影
えい

響
きょう

を与えます。

年金保険，医
い

療
りょう

保険，介
かい

護
ご

保険はいずれも高齢者が多くの給付を受

け，社会保険料や税金などの負担は，収入のある現役世代がにない

ます。給付を受ける人が増加し，負担する人が減少することになる

ので，社会保障制度の財政はとても不安定になります。

じょうぶな体をもつ人でも，年齢とともに健康状

態は低下していきます。高齢社会では，病気にか

かる人や日常生活を送るうえで介護を必要とする人が増え，治
ち

療
りょう

の

ための医療費や医療保険からの支出が増加します。

　また，介護が必要な人を支えるために，介護保険制度があります。

介護保険制度は，保険料と税金を財源として，介護が必要な人に介

護サービスを提供する制度です。高齢者の増加により介護サービス

3 

4

5

人口構造の変化

関連 小学校  たがいに助け合う社会（６年） SDGs 3 保健／ 8 経済成長と雇用／ 9 インフラ・産業化

を必要とする人も増え，そのサービスをになう労働者の確保や，介

護保険の財政の維
い

持
じ

が問題になっています。また，認
にん

知
ち

症
しょう

をわずら

う高齢者の増加も予想され，家族だけで支えることが困難な場合，

社会全体でどのように支えていくのかも，大きな課題です。

少子高齢社会における社会保障制度とその財源の

あり方は，重要な課題です。制度を維持するため，

社会保障の給付を削
さく

減
げん

していくのか，現役世代を中心に保険料や税

金の負担を引き上げていくのか，あるいは消費税のように高齢世代

も含めて国民全体で負担していくのかなど，難しい問題に直面しま

す。現役世代の負担増や増税を避けるために，社会保障の給付を削

減すれば，生活が成り立たなくなったり，家族の介護のために仕事

を辞めたりする人も増えるかもしれません。

　社会保障制度が安心した暮らしの基
き

盤
ばん

になるためにも，必要な

人々に対する給付を維持していく必要があります（公助）。一方で，

貯
ちょ

蓄
ちく

や民間保険への加入，健康管理，介護予防など，国民自らが準

備や対策を行うことも重要になります（自助）。さらに地域の中でも，

認知症の患
かん

者
じゃ

や介護が必要な高齢者へのサポートなど，できること

が多くあります（共助）。社会保障制度を維持していくために，さま

ざまな場面で世代を超
こ

えた協力が必要になっています。

1 2 ◆

今後の社会保障制度
と自助・公助・共助

高齢化と医療保険や
介護保険

p.18

p.59

私たちが高
こう

齢
れい

者
しゃ

になるときには，
どんな社会を
迎えるんだろう。

社会保障の維
い

持
じ

のために  ▶少子高
こう

齢
れい

社会への取り組み3
現在の超

ちょう

高
こう

齢
れい

・人口減少社会は，社会保障制度にどのような影
えい

響
きょう

を与えているのでしょうか。学習課題

巻末1-2 ▶︎

81

私たちの暮らしと民主政治
第3章

3期日前投票をする有権者
（2017年　愛

え
媛
ひめ
県松

まつ
山
やま
市）

民主政治と日本の政治
（➡ｐ.84～）

1

参議院本会議場（2018年）

三権分立のしくみと私たち
の政治参加（➡ｐ.96～）

2

地域の政治について
意見を述べる中学生
（2018年　静

しず
岡
おか
県浜

はま
松
まつ
市）

地方自治と住民の参加
（➡ｐ.114～）

3

学習に役立つ
さまざまな情報を，
ウェブサイトで
見ることができます。

https://www.kyoiku-shuppan.co.jp/
ml-jh/komin.html#03

公民_081扉.indd   81 2020/03/12   12:47

インターネットを活用して学びを広げることができる「ま
なびリンク」
各章の扉ページに「まなびリンク」を設けました。教育出版のウェブサ
イトから，学習に役立つさまざまな情報にアクセスすることができます。
※無料で利用できますが，通信料がかかります。また，端末の操作やインターネット
の利用のルール，情報リテラシーについては適宜ご指導ください。

学習に役立つ
さまざまな情報を，
ウェブサイトで
見ることができます。

https://www.kyoiku-shuppan.co.jp/
ml-jh/komin.html#03

特別支援やユニバーサルデザインの視点を
大切にした教科書づくり
教育のユニバーサルデザインの実現にむけ，埼玉大学の
名
な
越
ごし
斉
なお
子
こ
先生に社会科全体を監修していただきました。

より多くの生徒が学びやすいように，レイアウトや配色，
書体などの表現を工夫しています。

図やグラフなど，教科書中の表
現には，色覚の個人差を問わず，
より多くの人に見やすいカラー
ユニバーサルデザインを取り入
れています。

本文や注など，教科書中の文章
には，見やすく読みまちがえに
くいユニバーサルデザインフォ
ントを使用しています。

例えば，キャラクターの吹き
出しには，読 みやすい 改行
の工夫を取り入れています。

▲ p.236 ▲ p.256 ▼ p.81

▼ p.88上

3 学びを広げる・つなげる・深めるための紙面・内容の工夫

自ら学ぶ力を支える紙面・内容の工夫
　　　　　すべての生徒にとって使いやすく，自ら学びに向かう力を喚起するさまざまな工夫を
施しており，グループでの学習はもちろん，一人でも学びを深めることができる教科書です。

特色

3

読んで身につくしくみ・制度の解説
本時ページで，特に社会のしくみや制度について解説する場面では，これまでの経緯や背景，関連する最新の情報
などを，本文や資料解説なども合わせてわかりやすく丁寧に記述しています。

巻末「学習資料編」の憲法・
法令集と充実の用語解説
本時の関連する箇所からすぐに参照
できるよう，巻末に解説付きの「日
本国憲法」の全文と，主要な「法令」
を数多く掲載しています。

「社会保障」や「介護保険」が必要
となった背景や経緯を，丁寧に解
説しています。

直近 の 課題にも 触 れな
がら記述し，側注の語句
〔◆〕でも解説します。

本時 ペ ー ジ 以外 にも，
生徒の興味・関心を引
きつける豊富 な 写真・
図版などからなる資料
ページがあります。こ
れらを活用することで，
さらに公民の学習を深
めることができます。

難解な用語や補足説明が必要な事項に
は，丁寧な「用語解説」を掲載し，一人
一人の確かな学びをサポートします。

特色 3  − 3  のポイント：学びに向かう力／ユニバーサルデザイン／まなびリンク 1918

p.174-175


